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は じ め に

2020 年の年明けとともに日本へ広がり始めた新型コロナウィルス感染症
（COVID–19）の影響（コロナ禍）は、この最低限度の生活が十分に保障され
てこなかった人たちの生活を直撃し、まさしく社会的脆弱性（vulnerability）
が明確に顕在化したと言える。特に学校閉鎖に伴う子どもたちの孤立化、自粛
生活に伴う家庭内での虐待の潜在化、そしてまことに残念な子どもの自殺な
ど、我々がくらすこの社会の中では、今も子どもたちが困難な状況の中で生き
ざるを得ない。ひとりも取り残されることなく、すべての人が社会的存在であ
る人間として最低限度の生活が保障され、そして自己実現に向けて生きていけ
る社会の実現に向けてわずかでも貢献ができればという思いから、本著はここ
に上梓した次第である。ただし、後述のように本書の基となる原稿はコロナ禍
前に執筆したものであるため、コロナ禍の中での子どもたちの状況を扱うこと
はできていない。しかし、このささやかな本が「with コロナ」、そして「after
コロナ」においてどのような取り組みをすればよいか、そのヒントとなること
ができれば望外の喜びである。

さて、上記のような想いを持った拙著をここに上梓することができるように
なった経緯から、あえてまずはご紹介させていただきたい。もともと坂本の研
究関心領域は、子どもの貧困といった子ども家庭福祉の領域にはなかった。学
部生から大学院修士課程で取り組んだ障害児福祉施設、及び特別支援学校が被
る騒音と大気汚染の環境問題（公害問題）では、貧困問題を取り扱ったもので
はなかった。むしろそれは、障害児福祉論というよりも、まちづくりや都市政
策の中で障害児という少数派（minority）でかつ脆弱性を持った存在がどの
ように扱われてしまっているのかを、実在する問題を同時進行的に取り組んだ
テーマと出会ったと言える（坂本、2001）。修士課程修了後に取り組んできた
テーマは、どちらかというとその時々の職場環境の影響を受けたものが多く、
介護保障問題や介護福祉士養成（介護人材確保）といったテーマについて、制
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度政策論から調査研究まで取り組ませていただいた。そしてあえて申し上げる
ならば、一人の父親であるという当事者性と子ども家庭福祉領域を研究する立
場の峻別に自信を持てなかったことから、「親になることで子ども家庭福祉領
域は研究できない」と感じて子どもの貧困というテーマは避けてきたテーマで
あった。2000 年代の 10 年間を知る人からすれば、「坂本がなぜ、子どもの貧
困を取り扱うのか？」というのが、本音なのではないかとも思う。

そのような筆者が子どもの貧困というテーマについて研究をさせていただ
くようになった経緯は、本当に偶然であった。2010 年 4 月に北九州市立大学
地域共生教育センターの准教授として赴任した筆者は、学内のいわばボラン
ティア教育センターのような部局の専任教員として、学生たちと一緒に地域活
動に取り組んでいた。そんな中、2013 年に北九州ホームレス支援機構（現在
の NPO 法人抱樸）が家庭状況の厳しい子どもたちを対象に、北九州市内で学
習支援活動を行うことになった。そのための学生ボランティアを集めて欲し
いということから、同じ大学の稲月正先生（北九州市立大学）からお声かけを
いただいたことが最初である。この学習支援事業は、当時の厚生労働省社会福
祉推進事業の補助事業として取り組まれていたため、共同研究者の一人として
報告書の作成にも関わらせていただいた。この時に学習支援事業全体の紹介か
ら、参加した子どもや、ボランティアへのインタビュー等を踏まえた事業評価
を担当させていただいた。

この報告書の内容を基に野村拓先生（元大阪大学）が主宰される医療政策学
校合宿（三重県名張市）で報告をさせていただき、その際にお会いしたのが宮
崎県日向市で子どもの貧困対策に取り組み始めていた志賀信夫先生（県立広島
大学）であった。これが縁となり日向市での取り組みも関わらせていただくよ
うになった。

これ以降も NPO 法人抱樸での子ども支援事業に関わらせていただき続けて
きた。さらに関連した仕事をいただいたり、あるいは研究助成をいただきなが
ら地方の子ども食堂や学習支援事業のフィールドワークもさせていただいた。
しかし、筆者としては子ども家庭福祉領域が専門であるとは未だ言えぬままで
はあるし、おそらく今後もそのようなことを申し上げることは恐れ多いと考え



は じ め に　iii

ている。そのような筆者がこれまでに書かせていただいた文章を、地方の地域
福祉という横串を通しながら編纂し、ここに一つの研究の到達点とさせていた
だいたのが本書である 1）。

このような経緯でここに上梓に至った本書であるが、その想定している読
者は、社会福祉学のみならず社会学や地域学を専攻する大学生、大学院生、学
習支援や子ども食堂に関わっているボランティア、支援活動に取り組んでいる
支援団体や支援員、社会福祉協議会の職員（特に地域支援員）、地方自治体で
まちづくりや福祉行政に携わっている方々である。これまで多くを学ばせてい
ただいた臨床現場での感覚からすると、本書の内容にズレを感じる点もあるだ
ろう。そのズレは何か、どこから来るのかも、ぜひともお考えいただきたいと
願っている。

なお、本著の研究成果の多くは、NPO 法人抱樸での子ども支援事業との関
わりによるものである。NPO 法人抱樸の代表である奥田知志氏をはじめ、支
援員とボランティアの皆様のおかげによるところばかりである。事業の推進
とその成果報告などの共同研究においては、稲月正先生、垣田裕介先生（大阪
公立大学）、工藤歩先生（熊本学園大学）、添田祥史先生（福岡大学）、田北雅
裕先生（九州大学）、堤圭史郎先生（福岡県立大学）、勅使河原航先生（北九州
市立大学）、寺田千栄子先生（北九州市立大学）、西田心平先生（北九州市立大
学）といった先生方（名前順表記）に大変お世話になってきた。

日向市の調査データに関しては、子ども未来応援会議の委員という立場もあ
り資料を提供していただくことができた。会議の設置という英断をされた十屋
幸平市長と、数々の資料を提供してくださった同会議事務局には心より感謝を
申し上げる。日向市を中心とした宮崎県での活動では志賀信夫先生（県立広島
大学）、畠中亨先生（立教大学）、日田剛先生（九州保健福祉大学）、掛川直之

（東京都立大学）、喜多裕二氏（「のびのびフリースペース」代表）、そして特定
非営利活動法人「結い」の皆様に大変お世話になった。なお、このデータ分析
の結果とその見解については、すべて筆者である坂本の責任であることをあら
かじめ断っておく。

末筆となったが、本書は北九州市立大学学長裁量経費による出版助成を受け
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ている。前著『福祉職・保育者養成教育における ICT 活用への挑戦』（大学教
育出版）に引き続き、これで 2 回目である。心理学者としても尊敬する松尾太
加志学長の人徳に感謝申し上げる。

2022 年 3 月
坂本　毅啓



論文初出一覧

本書に収録した基となる論文等の原稿は、以下の通りである。
序　章：本書執筆にあたり新規に書き下ろし。
第1章：坂本毅啓（2018）「北九州市における人口動態と出生率上昇に向けた

課題　～大都市比較統計年表による比較分析～」『地域戦略研究所紀
要』北九州市立大学地域戦略研究所、第3号、P.47～ P.65。

第 2章：坂本毅啓（2019）「大都市比較統計年表の比較統計分析から見た北九
州市の地域生活課題」『地域戦略所紀要』北九州市立大学地域戦略研
究所、第4号、P.65～ P.83。

第 3章：志賀信夫・坂本毅啓（2018）「地方都市におけるインクルーシブな地
域づくりに関する研究　～日向市における子育て世帯の生活・ニーズ
調査の二次分析～」『先端的都市研究拠点2017年度公募型共同研究
によるアクションリサーチ』大阪市立大学都市研究プラザ、第13巻、
P.79～ P.97。
坂本の執筆担当箇所を基に加筆編集。

第4章：坂本毅啓（2019）「生活困窮・福祉ニーズを抱えやすい所得階層の境
界線　子育て世帯における所得階層性の確認」『URP先端的都市研究
シリーズ15　地方都市における子どもの貧困問題に関する研究』大
阪市立大学都市研究プラザ、P.39～ P.59。

第 5章：坂本毅啓（2019）「子育て世帯における社会的排除状態にある生活水
準の推定と社会的排除率の推計方法の検討」『URP先端的都市研究シ
リーズ15　地方都市における子どもの貧困問題に関する研究』大阪
市立大学都市研究プラザ、P.61～ P.83。

第 6章：坂本毅啓（2018）「子どもの貧困対策としての学習支援の展開と政策
的課題　─保護者を含めた世帯全体への支援の重要性─」『医療福
祉政策研究」日本医療福祉政策学会、第1号、P.41～ P.54。
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第 7～ 9章
この各章については、以下の報告書で坂本が担当執筆した箇所を基に、内容

を再構成して、加筆修正を行った。
特定非営利活動法人北九州ホームレス支援機構（2014）『厚生労働省　平

成25年度セーフティネット支援対策等事業費補助金（社会福祉推進事業）
生活困窮者に対する生活自立を基盤とした就労準備のための伴走型支援事
業の実施・運営、推進に関する調査研究事業　報告書』
特定非営利活動法人・抱樸（2014）『生活困窮者に対する生活自立を基盤

とした就労準備のための伴走型支援事業の実施・運営、推進に関する調査研
究事業』）
特定非営利活動法人・抱樸（2015）『困窮状態にある子ども・未成年に対

する学習支援および社会参加・生活（世帯）支援などの実施・運営及び、総
合的伴走型支援体制の構築に関する調査・研究事業報告書』
特定非営利活動法人（2016）『厚生労働省平成27年度　生活困窮者就労

準備支援事業費等補助金（社会福祉推進事業）　官民学企（業）地（域）連
携による地域の生活困窮世帯への包括的な支援体制の構築及び社会参加の
ための支援メニューの開発に関する調査・研究事業　報告書』
特定非営利活動法人・抱樸（2018）『ひきこもり状態にある若年者・児童

およびスネップ状態にある者とその家族を支える包摂型世帯支援の構築と、
世帯の支援メニューと支援ツールの開発、および困窮世帯を支える市民参加
型の地域連携の在り方に関する調査・研究事業　報告書』

第10章
以下の報告書で坂本が担当執筆した箇所を抜粋し加筆修正を行った。
特定非営利活動法人・抱樸（2019）『子供の未来応援基金第2回未来応援

ネットワーク事業　学校、企業、地域との連携による高校進学支援、高校中
退防止及び社会からの孤立を防ぐ事業報告書』

第11章
以下の報告書で坂本が担当執筆した箇所を抜粋し加筆修正を行った。
特定非営利活動法人抱樸（2018）「高校中退防止のための相談事業と地域
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連携プロジェクト　報告書」（分担執筆）
第12章
下記の2論文から、坂本の執筆担当箇所を基に内容を再構成し、加筆修正を

行った。
寺田千栄子、坂本毅啓、難波利光（2017）「地方都市における子どもの貧

困対策としての教育保障の展開」『関門地域共同研究』関門地域共同研究会、
第26号、P.43～ P.57。
工藤歩、坂本毅啓、難波利光、寺田千栄子（2018）「子どもの社会的排除

に対する地方都市における取組み」『関門地域共同研究』関門地域共同研究
会、第27号、P.33～ P.56。

第 13章：坂本毅啓（2019）「『高齢化団地』における子どもへの支援活動の実
践とその成果及び課題の分析」『地域創生学群紀要』北九州市立大学
地域創生学会、第2号、P.31～ P.50。

終　章：本書執筆にあたり新規に書き下ろし。

　本書の出版にあたり、ご協力を賜った各団体、掲載誌に対して心よりお礼を
申し上げる。
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